
外為令で
規制される
技術

・技術とは、貨物の設計、製造又は使用に必要な 特定の情報をいう。

この情報は、技術データ又は技術支援の形態により提供される。

・提供とは、他者が利用できる状態に置くことをいう。

＜外為令で規制されない技術の例＞
・設計会議の開催メール
・共同研究の契約書
・購入予定機器の大きさ・重量
・工作機械の精度の実測値
・化学品の安全データシート（SDS）
・リーマン予想に関する論文
・会社紹介パンフレット等

一般的に思い浮かぶ 技術

◆役務通達１の（３） 用語の解釈で定義されています。

出典：CISTEC Journal  SEMINAR・NEWS

技術とは？



役務通達１．（３）用語の解釈（ア～キまで）

ア 技術とは、貨物の設計、製造又は使用に必要な特定の情報をいう。この情報は、技術データ
又は技術支援の形態により提供される。

イ プログラムとは、特定の処理を実行する一連の命令であり、電子装置が実行できる形式
又はその形式に変更可能なものをいう。

ウ 設計とは、設計研究、設計解析、設計概念、プロトタイプの製作及び試験、パイロット生産計画、
設計データ、設計データを製品に変化させる過程、外観設計、総合設計、レイアウト等の一連の
製造過程の前段階のすべての段階をいう。

エ 製造とは、建設、生産エンジニアリング、製品化、統合、組立て（アセンブリ）、検査、試験、
品質保証等のすべての製造工程をいう。

オ 使用とは、操作、据付（現地据付を含む。）、保守（点検）、修理、オーバーホール、分解修
理をいう。

カ 技術データとは、文書又はディスク、テープ、ＲＯＭ等の媒体若しくは装置に記録されたものであっ
て、青写真、設計図、線図、モデル、数式、設計仕様書、マニュアル、指示書等の形態をとるもの
又はプログラムをいう。

キ 技術支援とは、技術指導、技能訓練、作業知識の提供、コンサルティングサービスその他の形
態をとる。また、技術支援には技術データの提供も含まれる。

技術とは？（役務通達）



◆役務通達１の（３） 用語の解釈（続き：サ､タ）

・取引とは、有償無償にかかわらず、取引当事者双方の合意に基づくものをいい、

提供することを目的とする取引とは、特定国において又は特定国の非居住者(特定

類型に該当する者含む）に対して技術を提供することを内容とする取引をいう。

・提供とは、他者が利用できる状態にすることをいう。

◆取引に該当しない行為

・不特定多数の者が制限なく無償で入手可能とする行為

・盗難・事故等で提供者の合意がないままに技術の流出が起こる場合

・自己使用目的で技術を海外に持ち出す場合

・海外勤務のために、同一人物が居住者から非居住者になる場合

技術とは？（役務通達）



特定技術 技術データ

図面・仕様書・マニュアル等

技術支援（技術データの提供も含む）

プログラム

技術指導・技能訓練等

特定の処理を実行する一連の命令であり、
電子装置が実行できる形式又はソースコード

貨物の設計､製造､使用に
必要な特定の情報

リスト規制に該当する貨物に関連する技術が規制対象

文書又はディスク、ROM等の媒体
もしくは装置に記録されたもの

技術とは？（規制される技術）



「例外規定」により許可不要の扱いは、形式上は該非判定を先行する流れ。
⇒『公知の特例』を満たすことが確認できれば、該非判定を行なうことなく、
技術提供しても問題ない。

（大学・研究機関向けＱ＆Ａ（特例に関する質問）で2015年に追認・公開）

（１）公知の技術を提供する取引（貿易外省令第９条第２項９号）

イ 新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、
既に不特定多数の者に対して公開されている技術を提供する取引

ロ 学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が
入手可能な技術を提供する取引

ハ 工場の見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手
又は聴講可能な技術を提供する取引

ニ ソースコードが公開されているプログラムを提供する取引

ホ 学会発表用の原稿又は展示会等での配布資料の送付、雑誌への投稿等、
当該技術を不特定多数の者が入手又は閲覧可能とすることを目的とする取引

許可不要の技術提供（特例）

◆提供する技術がリスト規制に該当する場合、原則経済産業大臣への
許可が必要となりますが、一部特例があります。



（２） 第１０号： 基礎科学分野の研究活動において技術を提供する取引

（３） 第１１号： 工業所有権の出願又は登録に必要な最小限の技術を提供する取引

（４） 第１２号： 貨物の輸出に付随して提供される据付、操作など必要最小限の使用技術の提供

（５） 第１３号： プログラムの提供に付随して提供されるインストール、操作などのための必要最小限の使用
の技術

（６） 第１４号： プログラムを提供する取引で、以下のいずれかに該当するもの

イ 購入に関し何ら制限を受けずに販売されるもの､又は何らの制限なく無償で提供されるもの
なお、使用に際して特別な技術支援が不要なもの（市販・無償のプログラム）

ロ 削除

ハ 貨物（経済産業大臣が告示で定めるものを除く）と同時に提供される使用のための特別な
プログラムでソースコードが提供されないもの

ニ 役務取引許可を受けてプログラムを提供した相手に対して、当該許可の範囲を超えない
機能修正などを行うもの

ホ 外為令別表の２又は４から１５の項に掲げるプログラムであって、既に輸出した貨物の据付、
操作、保守又は修理のための必要最小限のもの

へ 外為令別表の２又は４から１５の項に掲げるプログラムであって、既に提供したプログラム
のインストール、操作、保守又は修理のための必要最小限のもの

（注） 規制の内容は、最新の法令を確認して下さい。
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その他の主な許可不要特例

許可不要の技術提供（特例）


